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1．はじめに
　本稿の内容は 2020 年 2 月に発送を行った日本
企業のグローバル・イノベーションに関するアン
ケート調査結果に基づいている。筆者はこれまで
に二回（2006 年 3 月と 2014 年 12 月），日本企業
































　本稿は，2020 年 2 月に発送を行った「日本企業のグローバル・イノベーション調査」に関する単純集計結果
を取り纏めたものである。アンケート調査票は製造業を中心とする日本企業の海外現地法人，海外現地拠点に対
して，1,123 通を発送した。本稿の取り纏めを行うまでに，61 通の返送があった。このうち，有効回答となった
のは 55 通の回答結果であった。有効回答数の地域別件数は，アジア地域に所在する拠点からの回答数が 22 件，
欧米地域に所在する拠点からの回答数が 33 件となっている。期間を区切った形でイノベーションの実現有無を
尋ねたところ，26 件の拠点が 2014 年－2016 年の間にイノベーションを実現したと回答している。また，34 件
の拠点が 2017 年－2019 年の間にイノベーションを実現したと回答した。回答結果には，地域差なども見られ，
日本企業におけるグローバル・イノベーションの実態を概観できる結果となっている。
キーワード：グローバル・イノベーション，R & D グローバル化，国際的研究開発システム
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　在中国拠点 292 件，在米国拠点 282 件，在ドイ






























































































































1.  はい→問 4へ
お進み下さい

























回答最終到着日は 2020 年 6 月 25 日であった。

















アジア 22 18 4
欧　州 17 15 2
北　米 16 15 1






に対する回答は，2014 年－2016 年と 2017 年－
2019 年に分け，それぞれにつき，「はい」，「いい
え」の択一式で回答を求めた。この結果は，表 3
に示すようになっている。2014 年から 2016 年の
間にイノベーションを実現したと回答を寄せた拠
点は，55 拠点中 26 拠点（47.3%）とおよそ半数
であったが，2017 年から 2019 年の間にイノベー









年の間が 33 拠点（60.0%），2017 年－2019 年の間
が 39 拠点（70.9%）となっている。次に多くの回






業　種 繊　維 化　学 医薬品 パルプ・紙 印刷加工 機　械 金属製品 非鉄金属
アジア 1 4 0 0 0 1 1 0
欧　州 0 3 1 1 1 2 0 1
北　米 0 2 2 0 0 0 0 0
合　計 1 9 3 1 1 3 1 1
業　種 電気機器 精密機器 自動車・部品 輸送用機器 情報・通信 卸売業 合　計
アジア  7 1 2 1 2 2 22
欧　州  1 2 3 2 0 0 17
北　米  6 1 2 0 2 1 16
合　計 14 4 7 3 4 3 55
出所：安田（2020）。
表 3　イノベーション実現の有無
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表 9　アンケート回答拠点の日本本社 R & D担当部門
全体 在アジア地域拠点 在欧米地域拠点
本社研究開発／技術部門 32 拠点（66.7%） 11 拠点（61.1%） 21 拠点（72.4%）
本 社 製 品 事 業 部 門  7 拠点（14.6%）  4 拠点（22.2%）  3 拠点（10.3%）
本 社 販 売 部 門  0 拠点（ 0.0%）  0 拠点（ 0.0%）  0 拠点（ 0.0%）
本 社 国 際 部 門  4 拠点（ 8.3%）  2 拠点（11.1%）  2 拠点（ 6.9%）





対象 設問項目 設問内容 両期間とも実現拠点 両期間とも非実現
全体
（N=55）
イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 24 拠点（43.6%） 18 拠点（32.7%）




































本社研究開発／技術部門 13 拠点（23.6%） 10 拠点（18.2%）
本社製品事業部門・その他部門 9 拠点（16.4%） 4 拠点（ 7.3%）
アジア地域
（N=22）
イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 10 拠点（45.4%） 6 拠点（27.3%）









































　（全て 2 拠点 9.1%）
R & D 実施拠点の場合
本社側担当組織
本社研究開発／技術部門 4 拠点（18.2%） 3 拠点（13.6%）
本社製品事業部門・その他部門 5 拠点（22.7%） 1 拠点（4.5%）
欧米地域
（N=33）
イノベーションの有無 我々はイノベーションを実現した 14 拠点（42.4%） 12 拠点（36.4%）
イノベーションの内容
　




































本社研究開発／技術部門 9 拠点（27.3%） 7 拠点（21.2%）








































































































表 11　イノベーションの有無による比較－ 2014年－ 2016年のイノベーション実現 /非実現
対象 設問項目 設問内容 実現拠点 非実現拠点
全体
（N=55）





















本社研究開発／技術部門 13 拠点（23.6%） 16 拠点（29.1%）
本社製品事業部門・その他部門 9 拠点（16.4%） 6 拠点（10.9%）
アジア地域
（N=22）























本社研究開発／技術部門 5 拠点（22.7%） 5 拠点（22.7%）
本社製品事業部門・その他部門 5 拠点（22.7%） 2 拠点（9.1%）
欧米地域
（N=33）




















本社研究開発／技術部門 10 拠点（30.3%） 11 拠点（33.3%）






















表 12　イノベーションの有無による比較－ 2017年－ 2019年のイノベーション実現／非実現
対象 設問項目 設問内容 実現拠点 非実現拠点
全体
（N=55）























本社研究開発／技術部門 20 拠点（36.4%） 10 拠点（18.2%）
本社製品事業部門・その他部門 11 拠点（20.0%） 4 拠点（7.3%）
アジア地域
（N=22）






















本社研究開発／技術部門 7 拠点（31.8%） 2 拠点（9.1%）
本社製品事業部門・その他部門 6 拠点（27.3%） 1 拠点（4.5%）
欧米地域
（N=33）




















本社研究開発／技術部門 13 拠点（39.4%） 8 拠点（24.2%）






























　加えて，表 1 に示すように，「R & D 未実施」
と回答している拠点が 7 拠点存在する。しかしな
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